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1 データの出所：鹿児島労働局（2007）「最近の雇用失業情勢・平成 19 年 4 月」． 
 http://www.kagoshima.plb.go.jp/etc/toukei/koyou/k0704.pdf（2007 年 6 月 29 日参照）． 
なお，本データによれば，全国レベルでは 1990 年代後半に１を下回っていた有効求人倍率が景気回復に伴
い 2006（平成 18）年以降は僅かとは申せ１以上に回復したが，鹿児島県では 2007（平成 19）年 4月に至っ













































いる Kenneth J. Arrow, Gerard Debreu（1954）で参照可能である． 
2 輸出品を１次産品から工業品へと転換する外向きの政策． 
3 資本財などを輸入に頼らずに国内生産する内向きの政策．  
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 Ｙ ＝ Ｓ＋Ｃ＋Ｇ ＝ Ｃ＋Ｇ＋Ｉ＋（Ｘ－Ｍ） 
 ∴ Ｓ－Ｉ ＝ Ｘ－Ｍ                    （３－ａ） 










































































                                                   
1 資源エネルギー庁ＨＰ「石炭政策の推移」 
http://www.enecho.meti.go.jp/policy/coal/images/020404a.pdf（2007 年 6 月 30 日参照） 
2 経済産業省ＨＰ「現行の石炭政策の円滑な完了に向けての進め方について（答申）」 
http://www.meti.go.jp/report/downloadfiles/g90809sj.pdf（2007 年 6 月 30 日参照） 
3 その後，2001～2002 年の池島炭鉱と太平洋炭礦の閉山後も，池島炭鉱と，太平洋炭礦の鉱区を継承した別
会社・釧路コールマイン（株）（ http://www.k-coal.co.jp/，2007 年 6 月 30 日参照）による釧路炭鉱では海
外炭鉱技術移転事業に基づく炭鉱技術者への技術移転事業が継続されている．釧路炭鉱ではこれに基づき
2006 年度まで年産 70 万ｔ，その後の産炭国石炭産業高度化事業（炭鉱技術移転事業）に基づき 2007 年 6
月現在，年産 50 万ｔ体制での採炭を継続している．炭鉱技術５ヶ年計画については，資源エネルギー庁「大
規模研修事業のスキーム」（ http://www.enecho.meti.go.jp/policy/coal/kensyu.htm，2007 年 6 月 30 日参照）
で，産炭国石炭産業高度化事業については，経済産業省の 2007（平成 19）年「資源エネルギー関係概算要
求の概要」（ http://www.meti.go.jp/topic/downloadfiles/060825-6-2.pdf，2007 年 6 月 30 日参照），ＮＥＤ
Ｏ「Coal News letter」（ http://www.nedo.go.jp/sekitan/newsletter/newsletter_14.pdf，2007 年 6 月 30
日参照）で参照可能で，70 万ｔ，50 万ｔの数字については 2007 年 06 月 22 日付け釧路新聞記事「コール











































                                                   



























































































































































































































































































































































































































































































帰無仮説 H0 ： p1－p2＝0％ 

















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































ータの出所を述べれば，本稿では「鹿児島県庁ＨＰ・ホーム > 統計情報 > 分野別目次 > 









































列を ，地域内最終需要ベクトルを ，移輸入ベクトルを ，移輸出ベクトルを ，地域
内生産ベクトルを とすると，産業連関表は 
 
＋ ＋ － ＝                            （５） 
 
と表すことができる．ここで，全ての産業における移輸入 の地域内需要 ＋ に占め
る割合が比例していると仮定し，これを移輸入係数 ’とすれば，移輸入 は． 
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（ －（ － ') ） ＝（ － '） ＋  





Δ ＝（ －（ － ') )-1（（ － '）Δ ） 
 （∵ 移輸出の増加はないため， ＝ ）                （９） 
 
となる．この（ －（ － ') )-1が開放型の逆行列係数である．（ － ')は地域内自















































































































                                                   





























































（Search Engine Optimization；検索エンジン最適化） 
とに大別される．本研究では，ＳＥＭの中でもＳＥＯは広告出稿料が不要であるため政策
                                                   












































る．ここで，クリックスルー率とはＣＴＲ（Click Through Rate）ともいい， 
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総合誘導率 ＝ 直接横飛び誘導率 ＋ ＣＤ購入画面経由誘導率 
＝ 「無料試聴画面→ＣＤ注文票」直接誘導率 
＋ （「無料試聴画面→ＣＤ購入案内画面」誘導率 













































































帰無仮説 H0 ： p1＝0％ 
対立仮説 H1 ： p1≠0％ 
 

































































































































































                                                   
1 黒川温泉の事例については，後藤哲也（2005），後藤哲也，松田忠徳（2005）等に詳しく載っている． 












































































































































































































































www.city.yokohama.jp/me/koutuu/ ）が運行している「あかいくつ号」（  http://www.city.yok
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（１） sj2 ＝（１／(n－1)）×Σ（xi－xj_mean）２， j＝1，2 




（２）ｔ ＝ ｛（x1―x2―(μ1－μ2)）／SQRT（(n1－1) s12＋(n2－1) s22）｝ 
      ×SQRT（n1 n2 (n1＋n2－２)／(n1＋n2)） 

































































































2 帝国データバンク，『倒産集計』，2000 年 9 月報 
http://www.tdb.co.jp/report/tosan/syukei/0009.html（2007 年 06 月 29 日参照） 
3 ＰHP 研究所「国家大型プロジェクトの再建・苫小牧東部大規模工業基地の破綻と再生－財政投融資が生み
出した負の資産・制度、無責任体質からの脱却－」，『PHP 政策研究レポート』，Vol.1 No.3，1998 年 2 月 







































                                                   
1 進出年は各社 HP．京セラ：http://www.kyocera.co.jp/， 
ソニーセミコンダクタ九州：http://www.sony-sckyushu.co.jp/（2007 年 6 月 28 日参照） 
2 2001 年 4 月 17 日付旧アイワプレスリリース「アイワ岩手を今年度末で閉鎖 アイワグループの国内量産製
造拠点をすべて閉鎖」 
http://www.jp.aiwa.com/corporate/report/2001/010417_iwate.html（2007 年 6 月 28 日参照） 
3 2002 年 2 月 25 日付石川島播磨重工業プレスリリース 


























































































































































































































































                                                   
1 鹿児島市役所ＨＰ「鹿児島市インキュベーション・マネージャーの配置～あなたの夢を応援します～」
（ http://www.city.kagoshima.lg.jp/wwwkago.nsf/V_W_SUB_CATEGORY/E8A699810C8340C8492571770






























































































































































































































                                                   
1 産業技術総合研究所 四国センター「鹿児島県酒造組合が鹿児島大学で焼酎学講座開設し 5 年間で 5 億円寄
付」 



















































































































































































































































































リリースで参照可能である（いずれも 2007 年 6 月 30 日参照）． 
(1) 平成 18 年 4 月 7 日「横浜プリンスホテル所在地における開発事業の推進について」 
http://www.tatemono.com/news/2006/ttknews060407.html 
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